
平成 5年10月 5 日

福祉衛生委員会資料 

児童女性部保育課 
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1 剰〒聞幸艮ま首についーて 	 児童女性部保育課 
平成 5年 7月19日 官庁速報 公立保育所の措置費見直し要求へ＝昨年度に引き続き再挑戦ー厚生省＝ 

厚生省は保育所の運営改善に向け、公立保育所保母の人件費の一般財源化を柱とする措置費（施設運営費）の見直しを、 6年度予算概算要求に

重点施策として盛り込む方針を決めた。措置費見直しは 5年度予算編成で大蔵、厚生両省が基本合意したものの、自治省などが「時期尚早」と難 

色を示して先送りになったため、再度、実現を目指す。見直しの其体案は、年 末の予算編成時に三省間で協議のうえ決定する。 

2J寧：生三ニ省 

(1）保育問題検討会開催状況 

第1回～第 3 回まで 省略 

	

第 4回 5月25日 	関係団体ヒアリング（第1回） 「日本労働団体総連合会」 「全国母親クラブ連絡協議会」 

	

第 5回 6月 18日 	関係団体ヒアリング（第 2 回） 「日本経営者団体連盟」 「全日本自治団体労働組合」 「全国保育協議 

会」 「全国保母会」 

	

6月 30日 	静岡方面視察 

	

第 6回 7月21日 	関係団体ヒアリング（第 3回） 「日本保育協会」 「全国私立保育園連盟」 

7月 27・28日 大阪府・兵庫県方面視察 

9月 2・3日 秋田県・岩手県方面視察 

	

(2）厚生省予算概算要求 	公立保育園の人件費相当分の一般財源化については明記されていない。 

3 束京者B 

東声都議会に「児童福祉法に基づく保育所措置制度を守り、保育の充実を求める請願書」の提出があった。 

'1国くフフ方恒舞芝及てFニ予算：しこ浮笥づーる要望 くlI寺牙」区長会さ） 

平成 5年度（平成4年 8月） 	平成 6年度（平成 5年 8月） 

保育行政を円滑に行うため、次のような改善措置を講じられたい。 

1 保育所措置費を保育所運営の実態に見合うように改善すること。 

2 ・ 3 省略 

  

 

保育行政を円滑に行うため、次のような改善措置を講じられたい。 

1 保育所措置費制度を保育所運営の実態に見合うように改善すること。 

2・3 省略 

  

（説明） 平成4年12月に示された人件費相当分を地方交付税に算入する考え方は、区にとつて大幅な財政負担増となるものなので、現行のと

おり措置費として、国庫負担の対象とすべきである。 
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国に対する緊急要望（別紙） 
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